
ポーラが「OMO」実現のために構築した
新しいマーケティングシステムとは

オンラインとオフラインの垣根を越えて



データで多面的に把握できる仕組みが必要
だ。オンラインとオフラインの施策を組み合わ
せ、顧客体験を向上させるOMO（Online 
Merges with Offline）の仕組み作りに取り
組むポーラの蓮見史弥氏（ブランドマーケティ
ング部 CRMチーム）は、「ばらばらのシステ
ムごとに顧客データを管理する状態を脱し、
顧客データを一元管理して分析するための仕
組みを構築しなければいけないと考えまし
た」と語る。「『One POLA』としてお客さま
に向き合いたい」。その気持ちが、ポーラが顧
客データ統合システムの整備に挑戦する動機
になった。

顧客データの一元管理に向け
「Treasure Data CDP」を導入
　顧客データの分断という課題を解決するた
めに、2019年にポーラが導入したのがトレ
ジャーデータのCDP（カスタマーデータプ
ラットフォーム）製品「Treasure Data CDP」
だ。CDPは企業内のさまざまな部門が保有
する大量の顧客データを集約して、顧客体験
価値向上を実現するためのデータ統合・利活
用基盤として機能する。
　蓮見氏は Treasure Data CDPについて、
他のシステムとの連携が容易な点と、ノンプロ
グラミングで使える点を高く評価している。
Treasure Data CDPはユーザーがさまざま
なサービスやシステムとの連携ができるよう
にするために、複数のコネクターを用意してい
る。顧客データ統合システムを構築した後か
らでも、企業が顧客データを活用した新たな
取り組みに着手したときに、比較的容易にシ
ステムに機能を追加できる。そのため初期構

築が成功すれば、その後は追加開発を内製し
てマーケティング施策を機動的に実施する仕
組みが整う。
　スピーディーな施策の展開には、分かりやす
いUI（ユーザーインタフェース）も重要だ。
データベース言語の「SQL」を使いデータ分
析ができる人材はどの企業にとっても貴重な
存在で、人材不足が課題となっている。
Treasure Data CDPを使えば、SQLのス
キルがないマーケターでもデータ活用を容易
にするための機能が備わっている。ポーラで
マーケティングや顧客コミュニケーション施
策の企画、実行を担当する那須智之氏（ブラ
ンドマーケティング部 CRMチーム）は「一
度使い方を学習すれば、特別なスキルがなく
ても、セグメントの抽出ができます」と語る。

NI+CがCDPの構築を支援
　ポーラのTreasure Data CDP導入と顧客
データ統合システムの初期構築を支援したの
が日本情報通信（以下、NI+C）だ。同社は
NTTと日本 IBMの出資でできたシステムイン
テグレーターで、データ統合は注力分野の一つ
だ。ユーザー企業への製品提案から導入、運
用までを包括的にサポートする実績を持つた
め、トレジャーデータから正式なパートナー認
定を受けている。NI+Cは、ポーラ社内のオン
プレミスの自社システム内の店舗販売データ
や EC販売データ、他ベンダーの SaaS
（Software as a Service）で取得したWeb
行動データなどをTreasure Data CDPに集
約するプロジェクトを担当した（図 1）。
　Treasure Data CDP導入プロジェクトを
担当した日本情報通信の大野順平氏（データ
＆アナリティクス事業本部 データイノベー
ション部 第二グループ 主査）は「各システム
から収集したデータを、マーケターが使いや
すい形式に整える前処理が最初の難関でし
た」と話す。システムごとに異なるデータ形式
をそろえるために、ポーラの各事業部からの
協力を得て試行錯誤を繰り返し、ベストな形
式を探った。

顧客データ統合システムの導入で 
マーケティングに生まれた 

変化とは
　顧客データ統合システムを構築した結果、
マーケティング施策の実施スピードは飛躍的

オンラインとオフラインのあらゆる顧客接点を組み合わせ、一人一人の顧客に優れた体験を提供するにはどうすればよいの
か。複数の接点ごとに分断された顧客データの一元管理を実現した、化粧品会社ポーラの事例を基に探る。

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
の拡大で消費者の生活様式は大きく変化し
た。特に化粧品業界は、百貨店への度重なる
休業要請で、主要な顧客接点を一時的に失う
ことになった。その後も感染症対策のための
テスターの撤去や顧客の肌に触れるカウンセ
リングの自粛などによって、従来のようなきめ
細かな接客がままならない状態だ。
　もどかしい現状を打開する方策として、化
粧品メーカーのポーラが期待を寄せるのが
マーケティングのデジタル化だ。オンラインと
オフラインの両方で、チャネルの垣根を越えた
カスタマージャーニーを把握し、最適な顧客
体験を提供する。これは同社にとって、創業
者の掲げた「最上のものを一人ひとりにあっ
たお手入れとともに直接お手渡ししたい」と
いう理念を、デジタルの力で実現する営みで
もある。CDP（カスタマーデータプラット
フォーム）の整備から始まったポーラの挑戦か
ら、デジタルシフトのヒントを探る。

OMOの実現に向けた 
仕組み作りに着手

　ビューティーディレクター（BD）という専
属の担当者が顧客の自宅を訪問し、カウンセ
リングを通じて一人一人に最適な美容を提案
するカウンセリング販売を強みとして、事業を
成長させてきた。近年はエステティックサービ
スを提供することを通して、店舗販売にも積
極的に取り組む。その拠点となる「ポーラ ザ 
ビューティー」は、2021年 12月末時点で全
国約 590店舗にまで拡大している。一方で百
貨店の店頭販売やEC事業にも取り組んでお
り、いずれも有力な販売チャネルとして育った。
　ポーラの課題は、これらの複数のチャネル
の連携だ。顧客は企業が想定するように、常
にいつもの店舗で商品を購入するとは限らな
い。仕事帰りにふらっと立ち寄った百貨店で
購入することもあれば、夜中に思い立ってEC
で購入することもある。本来は一人一人の顧
客がどのチャネルを利用しても、同一の顧客
と見なして、一貫した顧客体験を提供しなけ
ればならない。既に店舗で購入済みの製品を
メールマガジンで薦められたり、これまでの利
用歴を顧みずに新規来店者としてカウンセリ
ングされたりすれば、顧客は快適な体験を得
られない。
　この状況を解決するには、一人の顧客を
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に向上した。例えば以前は手作業が多かった
メール配信先リストの作成を自動化できるよ
うになった。煩雑で時間のかかる作業負荷を
軽減させることで、マーケターは本来の業務
である企画の中身を磨くことに注力できるよ
うになる。
　既にメールの文面には変化が現れている。
具体的には、エステティックサービスの回数券
を購入している顧客に対し、回数に応じた文
面で来店を促すといった試みが可能になった。
顧客データを集約し精度の高い顧客データ
が得られるようになった結果、実施できるよう
になったマーケティング施策は他にも複数あ
る。「顧客データがなければ、マーケティング
施策も企画できません。データを『きれい』
にして蓄積・活用するのが大事だと分かりまし
た」蓮見氏は語る。
　ポーラのブランドマーケティング部で共に
働く蓮見氏と那須氏、董 健楠氏（ブランド
マーケティング部 CRMチーム）は、顧客デー

タ統合システムが整備されてから同部に配属
された。まず同システムの関連ドキュメントを
確認することから仕事を始める必要があった
が、ドキュメントの作成と運用を担当する
NI+Cとの定期的なコミュニケーションを通
じて、システムへの理解を深めることができ

た。マッピング表やワークフロー図などの詳細
を記載したドキュメントの準備は、新しい人材
がチームに参加したときに備えて導入段階か
らNI+Cが意識してきたことだった。
　顧客データに基づいた多様なマーケティン
グ施策を進める上では、システム改修や別シ
ステムとの連携が必要になることがある。
NI+CはCDP導入の当初から将来的に新し
いデータ活用のニーズが生じる可能性を考慮
してきた。急に「これをやりたい」という要望
が出てきても応じられる体制が整っている。蓮
見氏はそうしたNI+Cのサポートを高く評価
している。

顧客データ統合システムを 
完成させた 

ポーラの新たな課題とは
　顧客データ統合が着 と々進むポーラ。蓮見
氏は現時点の状況を、「さらなる改善の余地
がある」と見ている。現状の顧客データ統合

図 1　ポーラの顧客データ統合システムのシステム構成（出典：日本情報通信資料）
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システムは、別々のシステムで管理している顧
客データを、あらかじめ設定した複数の条件
を基に同一人物と推定するという運用をして
いるからだ。既にデータの蓄積と分析は可能
になった。次のステップはそれぞれのシステム
の顧客データを正しくひも付け、一歩進んだ
「顧客データ統合」を実現することだ。同社は
その実現に向けて、マーケティング関連システ
ムやマーケティング体制を整えることに注力
する意向だ。

　那須氏と董氏も、完全な顧客データ統合を
今後の課題と捉える。現在のシステムの状態
では、よりパーソナライズしたコミュニケー
ションに踏み込むことが難しい。「確信を持っ
て同一人物と判定できるようになれば、例え
ばお客さまに送信するメール一つを取っても、
データから得たインサイトを生かしてもっと
一人一人のお客さまに寄り添った文面にでき
るのではないでしょうか」と董氏は説明する。
　顧客データ統合による顧客プロファイルの

精度向上に期待を寄せる一方、プライバシー
への目配りも忘れていない。「最近のお客さま
はプライバシーへの意識が高く、自分のデー
タの使われ方を意識します。利用に同意を得
たデータを有効活用することを考えなくては
なりません」と、那須氏は語る。
　データを基に得た価値を顧客に還元するこ
とで、より良い顧客体験が提供できる。CDP
の構築はその出発点となる。
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